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加 須 都 市 計 画 

地 区 計 画 の 計 画 書 

（案） 
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都市計画の変更(案)

の縦覧 

令和７年９月１７日から 

令和７年９月３０日まで 



 

加須都市計画地区計画の変更（加須市決定）（案）  

 

 加須都市計画下高柳北地区地区計画を次のように変更する。 

 

名    称  下高柳北地区地区計画  

位    置  加須市花崎五丁目、下高柳一丁目、花崎及び下高柳の各一部 

面    積  約２１．４ｈａ 

地 区 計 画 の 目 標 

 本地区は、加須市の南東部に位置し、東北縦貫自動車道加須イ

ンターチェンジから約 2.5 ㎞の距離にあり、市の総合振興計画基本

構想に産業系ゾーンとして工業系の土地利用を推進する地区に位

置付けられ、既に埼玉県企業局による整備がされている地区であ

る。 

 そこで、基盤整備の効果を維持し、隣接する住宅地や農地等の

周辺環境に配慮した規制・業種の誘導を行い、良好な市街地形成

を図ることを目標とする。 

区域の整備、開発及び保全に関す

る方針 

 既に整備されている道路、水路、公園、緑地等の公共施設は、そ

の機能の維持・保全を図る。 
 良好な工業生産活動を保持・創出するため、建築物等の用途の

制限、敷地面積の最低限度の制限、壁面の位置の制限を行うとと

もに、区域に隣接する住宅地へ配慮するため建築物等の高さの制

限を行う。 
 また、地区の美観上の観点から、かき又はさくの構造の制限を行

う。 

土 地 利 用 に 関 す る 方 針 

 土地利用については、生産活動及び周辺に及ぼす影響を考慮

し、適正かつ合理的な土地利用を図る。また、良好な地区環境を形

成・保持するために、公共緑地及び民有緑地を十分に確保し、自然

と調和のとれた工業地の形成を図る。特にＡ地区においては、建築

物等の高さの制限等により、区域に隣接する住宅地へ配慮した土

地利用の誘導を図る。 
 民有地における壁面の位置の制限部分については、緑化に努め

るものとする。 
 また、C 地区の公共用地は、地区内就業者や地元市民の地域福

祉の向上及び職住近接による子育て支援機能の強化のための公

共的な土地利用を図る。 

決 定 告 示 年 月 日 
令和 ７年１１月１１日 



 

 地 区 施 設 の 配 置 及 び 規 模 

道  路 補助幹線道路 幅員 14m 1 本 延長約 880m 
      区画道路   幅員 12m 1 本 延長約 180m 
公  園 1 箇所 約 11,650 ㎡ 
緑  地（緩衝緑地） 約 26,970 ㎡ 
公共空地 調整池 2 箇所 約 16,550 ㎡ 
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地 区 の 面 積 ６．４ha １１．８ha ３．２ha 

 
建築物等の用途の制限 

 
 次に掲げる建築物は、建築してはならな

い。 
 １ 次に掲げる事業を営む工場 
  (1) 肥料の製造 
  (2) 製革若しくはにかわの製造又は毛

皮若しくは骨の精製 
  (3) アスファルトの精製 
  (4) アスファルト、コールタール、木ター

ル、石油蒸留産物又はその残りかす

を原料とする製造 
  (5) セメント、石膏、消石灰、生石灰又

はカーバイドの製造 
  (6) レディミクストコンクリートの製造 
 ２ 廃棄物処理業の用に供する建築物 
 

 
 次に掲げる建築物

以外の建築物は、建

築してはならない。 
 １ 保育所その他こ

れらに類するもの 
 ２ 路線バスの停留

所の上家 

建 築 物 の 敷 地 面 積 の 
最低限度 

１，０００㎡ － 

 

壁 面 の 位 置 の 制 限 

 地区計画図に示す部分については、建築物の外壁又はこれに代

わる柱（以下「外壁等」という。）の面の位置は、緩衝緑地境界線か

ら５ｍ以上後退しなければならない。 
 上記以外の部分については、外壁等の面は道路境界線から４ｍ

以上、かつ、隣地境界線から２ｍ以上後退しなければならない。 

 
建 築 物 等 の 高 さ の 
最高限度      

１５m ― 

 

建築物等の形態又は意

匠の制限 

１ 建築物及び工作物の形態又は意匠は、周辺環境との調和及び

景観に配慮したものとする。 

２ 建築物及び工作物の色彩は、周辺環境と調和したものとし、周

囲の景観に配慮する。 

３ 屋外広告物は、自家用広告物とし、敷地内へ設置するものとす

る。また、形態及び色彩は、周辺環境と調和したものとし、周囲の

景観に配慮したものとする。 
 

かき又はさくの構造の制

限 

 道路境界及び隣地境界にかき又はさくを設ける場合は、次の各

号のいずれかに掲げる構造とする。 
 (1) 生垣 
 (2) フェンス、鉄柵等これらに類する透視可能なものとし、高さは

道路面から 2.0m 以下とする。この場合において、フェンス、鉄

柵等に基礎を設ける場合は、基礎の高さを 0.6m 以下とする。 



 

 

土地の

利用に

関する

事項 

現存する樹林地、

草地等で良好な居

住環境の確保に必

要なものの保全を

図るための制限 

 地区計画図に示す

壁面位置の制限部

分のうち、緩衝緑地

境界線から幅員５m
までの民有地は、緑

地として維持･保全し

なければならない。 

－ 

備    考 

 

  

地区計画区域及び地区整備計画区域は、地区計画図に表示するとおりとする。 

理由 工業団地として造成された効果の維持と良好な都市環境を形成し、保持するため 
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新 旧

【土地利用に関する方針】

 地区計画区域内がA・B・Cにそれぞれ区分されており

 その内 、C地区の公共用地について、地区内就業者や

 地元市民の仕事と子育ての両立に配慮した公共的な土

 地利用を図る

【土地利用に関する方針】

 地区計画区域内がA・B・Cにそれぞれ区分されており

 その内、C地区の公共用地について、地区内就業者の

 福利厚生や地元市民のコミュニティ機能を担った公共

 的な土地利用を図る

【地区施設の配置・規模】

 公園 1箇所 約11,650㎡

【地区施設の配置・規模】

 公園 2箇所 約15,440㎡

【建築物等の用途の制限(建築可能な建築物)】

 1 保育所その他これらに類するもの

 2 路線バス停留所の上家

【建築物等の用途の制限(建築可能な建築物)】

 1 コミュニティ施設(地区センター等)

 2 近隣の住民の用に供する公園施設に設け

    られる建築物(公衆便所、休憩所等)

 3 路線バス停留所の上家


